
令和４年度中長期計画アクションプラン A:予定どおり取り組めた、B:一部取り組んだ、C:取り組めなかった

大 中 小

Ⅱ経営基盤の強化

３　事業形態別の経営の方針

（２）指定管理施設の経営の基本的考え方

剰余金活用方法の検討（令和２年度～） 事務局
指定管理積立金の理解を図り、各指定管理施設の同意を得て

取り崩しのルールを制定する
A

剰余金の取扱について、指定管理会議での検討を経て10月責任者会議

で決定したため、アクションプランとしては取組完了とする。

５　「運営」から「経営」へ

（１） ブランド力の向上

· 地域貢献事業の充実（令和２年度～）
地域貢献推

進部会

令和４年度アクションプランに基づき、またコロナの状況を

踏まえ出来る事を進める
B

部会内で地域貢献の学習を実施したので、今後、各施設で出来る範囲

で対応することとし、検討終了とする。

· ロゴの使用、共通デザインなどによるイ

メージ向上策の検討（令和２年度～）
広報委員会

広報の方向性に照らし、何に・どのように・どこまで使用す

るかを検討する（費用対効果から優先順位をつける）
B

①イメージ向上策一覧を作成、優先順位数値化を試みた。

②優先順位の数値化後、値の大きいものから、次年度導入検討するこ

ととした。

③向上策各項目についての意見をとりまとめた。

（２）広報戦略

· ＳＮＳ等の利用方法の検討（令和２年度

～）
広報委員会

①現在のSNS活用状況整理

②今後導入する場合は、発信情報、対象から導入SNSを検討
A

①稼働中及び導入予定ののSNSの状況を一覧に整理した。

②稼働中施設の状況報告をおこない、導入検討中の施設との情報交換

を行った。

· ホームページのリニューアル（令和２年度

～）
広報委員会

①広報全般スケジュール作成

②情報発信指針を元に、HPリニューアル施設は作業を進め

る

③基本的統一事項について、その後の各施設の状況を確認

④特養４園の先行リニューアル作業を進める

⑤法人HP提案事項についての本部検討結果を参考にする

A

①スケジュールに則り作業を進めた。

②③法人各施設HPの状況一覧を更新した。（R5.3末現在）

④HPリニューアル実施（特養４園、点字図書館）R４分リニューアル

については、予定通り実施できた。（今後は更新が途絶えない仕組み

を検討）。今後リニューアル予定の施設については引き続き取り組

む。⑤本部検討結果の確認を行った。

（３）本部のマネジメント力の強化

· 本部への経営企画監（仮称）の設置の検討

（令和２年度）
事務局

①継続して法人全体の財務分析や、施設間の資金の有効活用

等余剰財源のマネジメントが出来るよう、日常の業務の中で

ＯＪＴを通した職員育成を図る

②経営企画監の業務分掌の検討を進める

Ａ

①本部内研修(法令関係10回)及びテーマ別研修会(5回)を実施し、理解

促進に努めた。

②既存の施設担当者機能を活用してマネンジメントしていく体制をつ

くる事を検討したが、体制をつくるには人員増も視野に入れる必要が

あり慎重に検討する必要がある。一旦凍結として本部内で引き続き検

討したい。

主担当部門 取組内容
結果評価

A.B.C

未来創造クローバープラン(中長期計画)

項目
具体的取組

令和4年度アクションプラン

R4取組結果
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大 中 小
主担当部門 取組内容

結果評価

A.B.C

未来創造クローバープラン(中長期計画)

項目
具体的取組

令和4年度アクションプラン

R4取組結果

· 本部職員の福祉・介護サービスに関する知

識の養成（令和２年度～）
事務局 本部内ミーティング時間を活用して研修を開催する Ａ

R４年度から月１回制度研修(10回開催)を行い理解促進を図ると共

に、下期からは担当業務に関するテーマでレポートを各自発表(5回開

催)し、意見交換を行い知見を深める取組を行った。

（４）職員の意識改革

· 中長期計画の理解促進（令和２年度～） 事務局 各部会と連携して、アクションプランの作成に取り組む B
ヒアリングを通して取り組み完了とするものについてすり合わせを

行った。また、法人内階層別研修で職員への説明を行った。

· 外部からの評価向上の取組（令和２年度

～）
事務局

認証登録実績の広報のほか、外部評価について入所部会等で

の検討に繋げる
Ｂ

外部への法人取組内容の周知及び外部からの評価を職員間で共有でき

る場の一つとして、まずは次年度に法人HPのレスポンシブ化を行

い、ハード面と併せて広報方法を検討することとする。

· コンプライアンスに関する各項目の理解と

周知（令和２年度～）
事務局

職員向けに各規程の共通認識を図るとともに、研修センター

と連携して法人内研修の実施を検討する
Ａ

コンプライアンス理解を管理職になるまでに必要な知識として整理

し、法人内職員階層別研修に組み込むため、アクションプランとして

は取組完了とする。

（５）定数管理

· 施設毎の日中業務の見直し（令和２年度） 事務局 現在の業務ローテーションが適正であるか引き続き検証する Ａ
R４年度から定数管理を開始した。概ね年1回程度は業務ローテー

ションを確認し、適正であるか検証していく。

６　生産性の向上

（１）業務の効率化

· 事務分掌の見直しによる業務内容の明確化

（令和２年度～）
事務局

記載内容の取り纏めを行い、各委員会へ業務の洗い出しの依

頼を行う
Ａ 各所属から事務分掌を集めた。

· 各業務のマニュアル化の推進（令和２年度

～）
事務局

事務分掌表の業務内容の明細化を行ってからマニュアル化の

推進を行う
Ｂ

各所属から現在使用しているマニュアルを集めたが、マニュアルの確

認整理がまだ出来ていない。

· 経営分析やマニュアル整備に向けた専門性

の高い業務、または補助的業務等について、

アウトソーシング活用に向けた検討（令和２

年６月～）

事務局
各業務のマニュアル化の推進を行ってからアウトソーシング

活用に向けた検討を行う（令和５年度から取組予定）
―

未実施。全てのマニュアルがまだ集まらないため、令和６年度実施予

定。

· 経費節減に向けた情報共有と検討の場の設

置（令和２年６月～）
事務局

業務の洗い出し、マニュアル化の推進、アウトソーシングを

行う中で、経費削減に向けた情報共有の検討を各委員会に依

頼する

Ｃ
年度内に経費削減について、各所属の取組を聞く事ができなかった。

未実地。

（２）ＩＣＴ．ＩoＴ．ＡＩ．介護ロボットの活用

· 各部会等でＩＣＴや介護ロボットを活用で

きる具体的業務と法人内での普及方法の検討

（令和２年７月～）

ICT推進部会
新型コロナ感染症の動向を見つつ、介護ロボット等の試行的

導入を行い、運用方法等を検討する
B

法人内において新型コロナ感染症クラスター発生施設もあり未検証。

また、物価高騰等による収支状況は悪化傾向であり、導入（普及）に

ついて方向性を経営の観点から検討するべきとした。
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A.B.C

未来創造クローバープラン(中長期計画)
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具体的取組

令和4年度アクションプラン

R4取組結果

· 県や関係団体と連携した新たな機器の実証

実験への積極的な取組（令和２年度～）
ICT推進部会

新型コロナ感染症の動向を見つつ、介護ロボット等の試行的

導入を行い、県や関係団体との連携方法等を検討する
B

· 専門業者による説明会等への参加や情報収

集（令和２年６月～）
ICT推進部会

新型コロナ感染症の動向を見つつ、先行法人に起こる実施状

況等の見学を行う
A

· ＩＣＴを活用した職員間の情報共有方法の

検討（令和２年７月～）
ICT推進部会

高風、菱風のタブレット型介護情報入力の状況を他施設にお

いても共有し導入を検討する
B

· 新たなシステムの構築に向けた業者との連

携（令和３年度～）
ICT推進部会

ICT関連の外部研修等へ積極に参加し情報を収集、当該業者

の情報を得る中で連携を検討する
C

· ＩＣＴや介護ロボットの導入に向けた補助

金活用の検討（令和３年度～）
ICT推進部会 各種補助金等の情報を収集・共有する B

（３）タスクシフティング（ボランティア・シニアの活用推進）

· 各施設、研修指導センターにおける研修の

実施（令和２年度）

入所施設部

会

感染症収束の兆しが見えたらボランティア等に対するOJT導

入の「基礎介護の資料」を基に地域の特徴を活かして各職場

版を作成する

C 感染症収束の兆しが見えないため保留となっている。

· 受け入れの開始（令和３年度）
入所施設部

会

感染症収束の兆しが見えたら資料等を確認し体制を準備す

る。ボランティアの募集方法等について、再検討する
C 感染症収束の兆しが見えないため保留となっている。

７　ＳＤＧｓへの取り組み

· ＳＤＧｓの理念、目標等に関する法人内部

への理解促進（令和２年度）
事務局

SDGsについての職員提案を募集し取り組んでいくととも

に、法人内研修やHPで紹介する
Ａ 法人内研修を通してSDGsの理解促進に努めた。

· 目標達成に向けた取り組みの外部に向けた

積極的な情報発信・広報活用（令和３年度

～）

事務局 認証登録実績についての情報発信を行う Ｂ 情報発信手段の1つとしてHPへの掲載方法を検討した。

８　危機管理体制の整備

（１）リスクマネジメント

· ヒヤリ・ハット事例集の作成（令和２年度

～３年度）

入所施設部

会

次項の取組の中で、ヒヤリハットの作成意義を再周知し、ヒ

ヤリハット集の作成に向けデータを収集する
C

令和4年1月～12月の各所属のインシデントの事例収集を行った。件

数が各所属により差がみられた。事例の内容について確認中。

· ヒヤリ・ハットの徹底的な分析・共有（令

和２年度～）

入所施設部

会

統一分類でのヒヤリ・ハット報告を収集し、場面や予防策の分析

を行い、結果を法人内施設に周知する
C

現在、各所属のインシデント事例の確認中の為分析までには至ってい

ない。

· 職員のリスク管理意識の醸成（令和２年度

～）

入所施設部

会

研修指導センターによるマネジメント力の研修の中にリスク

マネジメントも盛り込む
A

7月8日に所属長級のマネジメント研修を実施し、リスクマネジメント

も包括的に網羅した。

法人内において新型コロナ感染症クラスター発生施設もあり未検証。

また、物価高騰等による収支状況は悪化傾向であり、導入（普及）に

ついて方向性を経営の観点から検討するべきとした。
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結果評価

A.B.C

未来創造クローバープラン(中長期計画)

項目
具体的取組

令和4年度アクションプラン

R4取組結果

（２）クライシスマネジメント

· 危機管理対応の体系的な整理（令和２年度

～）

入所施設部

会

施設の形態別危機管理マニュアルを確認し、法人としての体

系整理を行う（BCPと連動）
C 未実施。

· 危機管理マニュアルの拡充（令和２年度

～）

入所施設部

会

危機管理対応の体系的な整理にまず取り組み、令和５年度以

降に取り組む
C 未実施。

· 危機管理マニュアルに沿った実効性ある訓

練実施（令和２年度～）

入所施設部

会

危機管理マニュアルの拡充にまず取り組み、令和５年度以降

に取り組む
C 未実施。

（３）災害対策

· ＢＣＰと既存の防災マニュアル等の確認

と、整合性の取れない箇所の修正、及び各種

災害に対応した防災マニュアルへの見直し

（令和２年度）

災害対策委

員会

ＢＣＰや防災マニュアルの見直し等が必要となる場合には速

やかに対応する
Ａ

今後、法律改正等に伴うＢＣＰや防災マニュアルの見直しが必要な場

合には法人全体に係わる変更以外は各所属で対応とし災害対策委員会

での検討は終了とする。

· 具体的な対応を多様な防災訓練の一環（電

話での通報等）として実施（令和２年度）

災害対策委

員会
多様な防災訓練について引き続き検討を行う Ａ

多様な防災訓練については各所属ごとに検討、実施することとし、災

害対策委員会での検討は終了とする。

· 県外事業団との連携に係るエリアごとの事

業所の対応策の明文化（令和２年度）

災害対策委

員会

他事業団等との連携していく手順や方法を検討する

※外部との協議や、集合・イベント型の内容については、コ

ロナウィルス感染終息後まで延期する

Ａ
コロナ禍において県外事業団との連携対応の実現性が難しい状況もあ

るため災害対策委員会での検討は終了する。

· 福祉避難所運営マニュアルの策定及び施設

内への周知（令和２年度）

災害対策委

員会

福祉避難所の指定を受けている施設を中心に、情報交換を基

に運営マニュアル策定に取り組む
Ｃ 未実施。

· 防災の日等を利用した住民参加型の防災イ

ベントの実施（令和３年度～）

災害対策委

員会

防災マニュアルを基に、各施設の防災訓練の情報を集約共有

し訓練内容を見直す

※外部との協議や、集合・イベント型の内容については、コ

ロナウィルス感染終息後まで延期する

Ｃ

現在、コロナ禍のため住民参加型イベントの実施は困難。コロナの状

況が改善した場合には各所属で検討を行うことにし、災害対策委員会

での検討は終了する。

· 非常時における施設の役割を住民に向けて

発信（令和３年度～）

災害対策委

員会

災害時に果たす施設の役割と、現在の情報発信方法を確認す

る
B

非常時における住民に向けた施設の役割については必要性に乏しいた

め災害対策委員会での検討は終了する。

· ＢＣМ（Ｓ）の内容と必要性の学習及び移

行に向けた必要事項の検討（令和３年度）

災害対策委

員会
引き続きBCPの周知・定期的な見直しを図る Ａ

各所属ごとの防災マニュアル、ＢＣＰを１冊にまとめて職員への周知

を行った。今後の対応としては各所属ごとで年１回程度研修行うこと

を検討することとし、災害対策委員会での検討は終了とする。

（４）感染症対策

· 感染症発生リスクの未然防止及び発生時の

嘱託医・協力医療機関との連携の確立（令和

２年度～）

福祉施設看

護師部会

発症時の連絡方法について変更があった際はフローチャート

や手順書を修正しておく
Ａ

各施設において現時点での完成版として取りまとめておくこととす

る。このため、プランでの取組としては終了とする。
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結果評価

A.B.C

未来創造クローバープラン(中長期計画)

項目
具体的取組

令和4年度アクションプラン

R4取組結果

· スタンダードプリコーションの徹底及び出

入口での「水際対策」の徹底と職員の衛生管

理面の強化（令和２年度～）

福祉施設看

護師部会

①スタンダードプリコーション・水際対策について継続でき

るよう衛生管理者の意見も伺い、各会議・感染症講習会等の

場で情報共有する

②各施設における感染症対策備品等の備蓄管理状況を調査

し、緊急時の融通活用方法等の検討を行う

Ａ
各施設でのコロナ感染状況に応じた感染拡大防止対策や施設内の衛生

対策の取組を行った。

· 嘱託医を中心とした医療的な知見やケアマ

ネ資格を有する法人内看護職員による施設内

ケアマネジメントへの参加（令和２年度～）

福祉施設看

護師部会

各会議・感染症講習会・衛生管理者の所内巡回に参加し、所

内感染症対策に努める
Ａ

各施設においては看護職員の会議等への参加が定着していることか

ら、プランでの取組としては終了とする。

· 発生から終息までの対応を系統立てた新し

い法人内共有マニュアルの策定（令和２年度

～）

福祉施設看

護師部会

新型コロナウイルス発症時の行動計画は、今後、最新情報と

照らし合わせ必要に応じ修正する
Ｂ

コロナ感染の実際例での経験を踏まえ、マニュアルの見直し検討等を

行った。

Ⅳ　利用者サービスの充実

１　各事業におけるサービスの充実

（１）介護保険サービス

· 地域ニーズの把握及び地域の介護ニーズに

対応するサービスメニューの検討（令和２年

度～）

入所施設部

会

①あんしんセンターや地域包括支援センター、民生委員等か

らの情報収集を継続する

②ニーズに即したサービスメニューを検討する

C
①情報収集の仕方を検討。年度内に質問シートを作成する。

②未実施。

· 各施設の情報や特色に関する広報の充実

（令和２年度～）

入所施設部

会

①HPに載せる以外にもSNSの活用等、より良い広報のやり

方を広報委員会と協議する

②各施設の最新情報や追加すべき特色を確認し、HPを更新

する

A
各施設の特色等を出し、確認後、各広報委員へ情報を伝え、HP更新

時に追加依頼した。

· 魅力ある職場づくりのための事業団職員及

び福祉専門学校生等を対象にした就労意向調

査の実施（令和２年度～）

入所施設部

会

①令和２年度に収集した調査項目と介養協の公開データを照

合し、各施設近隣の学校等に意向調査を行うか再度検討する

②「実習先施設への就職」が多いことを各施設に周知し、実

習が就職に結びつくような実習受入体制を工夫する

C
①未実施。

②実習から就職へ結びついた職員へアンケート調査を実施した。
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大 中 小
主担当部門 取組内容

結果評価

A.B.C

未来創造クローバープラン(中長期計画)

項目
具体的取組

令和4年度アクションプラン

R4取組結果

（２）障害者福祉サービス

· 待機者のスムーズな受入（令和２年度～） リハビリ

＜リハビリ＞①待機者の男女比の偏りや障害の重度化傾向に対応

した寮編成、支援体制を検討をしながら空床期間の短縮化を図る

②在宅での待機者は短期入所の利用により事前に施設生活の練習

と情報収集を行う

＜館林ｾﾝﾀｰ＞体験研修の積極的な受け入れや新規利用者の獲得に

向けた特別支援学校等の関係機関への訪問、相談支援事業や併用

利用している保育園等との緊密に連携を継続する

＜まるべりー＞これまでと同様に、障害者が生きがいを感じられ

る生活と就業のサポートのため、新型コロナ感染防止に配慮しな

がら最大限の受け入れを行う

Ａ

(リ)①待機者の都合で5例は遅延があったが、空床期間の短縮を図るための早

めの受入れ準備は定着した。②短期入所の事前利用により、入所前の正確な

情報収集が行えた。(館)利用者募集案内を作成し関係機関に配付するととも

に、高等特別支援学校から重度デイ･地活への体験研修の受入れや、児童発

達･放課後デイの利用希望者の見学を積極的に受け入れた。

(ま)ＧＨは欠員状態が続いている為、入居者募集のリーフレットを県内相談

支援事業所等関係機関や県内特別支援学校の全ての進路担当主事、障害者就

業・生活支援センター等に働きかけた。併せて当ＧＨの特色も説明。体験利

用も進め実施出来た。就労はコロナ禍の中でも見学、実習、体験利用を積極

的に受け入れ支援学校から感謝されている。定員欠の状態ではない。

· 職員の意識改革及び支援の工夫・改善（令

和２年度～）
リハビリ

＜リハビリ＞マニュアルを再整備し、職員が同じ対応・ケア

が出来るよう勉強会を活用して周知し意識改革を行う

＜館林ｾﾝﾀｰ＞定例会議などを活用して制度理解を深める機会

を設けるとともに、外部研修にも積極的に参加し職員の資質

向上を図る

＜まるべりー＞職員の意識改革に向けた定期･臨時会議を実

施し、利用者が安心安全に過ごせる環境の実現に努める

Ａ

(リ)マニュアルの再整備は、身体拘束廃止、感染症について実施し

た。勉強会は、虐待防止、身体拘束廃止について実施、感染症につい

ては次年度取り組む。

(まる)新年度初頭に、職員伝達事項として、文書を作成し配布・供覧

し意識改革を促した。毎月の定例会議の席で、情報共有・意識改革の

必要性を訴えた。支援の工夫等が問題提起されれば、その都度協議し

改善してきた。

(館)各事業(セクション)ごとに毎月定期会議を開催し業務に要する情

報の共有を図っている。また、業務に係る外部研修についても、随時

受講するよう努めている。

· 介護と看護の一体的支援（令和２年度～） リハビリ

＜リハビリ＞医療的ケアが必要な利用者への協力体制を維持

しながら新たなケースへの的確なサービスの提供に協力して

取り組む

＜館林ｾﾝﾀｰ＞引き続き事業間の枠を超えて指導員と看護師が

連携・協力して医療的ケアが必要な利用者に対して支援を行

う

Ａ

(リ)多様化するケース(腸瘻)への対応（今まで看護職員の係わりと

なっていたが支援員対応も開始）を安全、的確に行った。特定行為業

務を担う職員の計画的な確保にも努めた。

(館)喀痰吸引等医療的ケア必要な利用者や容体急変時の利用者に対

し、事業間の枠を超えて指導員と看護師が連携して支援を行った。ま

た、6月に吐物処理の衛生研修、7月に救命救急講習（ともに全職員対

象）、10月にAED講習、3月に感染症予防研修を実施し、資質向上に

努めた。

（３）指定管理事業

· 施設整備中長期計画案の作成（令和２年

度）

指定管理施

設連携会議

①各施設の施設整備計画の確認を行う

②指定管理期間内のスケジュール一覧を作成する
A

①各施設の中長期整備計画の作成完了。今年度で終了。

②今後は計画的な施設整備に活用し、年一度の見直しを行う。
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大 中 小
主担当部門 取組内容

結果評価

A.B.C

未来創造クローバープラン(中長期計画)

項目
具体的取組

令和4年度アクションプラン

R4取組結果

· ＩＣＴの活用による利用者サービスの充実

（令和２年度～）

指定管理施

設連携会議

①ICT部会との連携を図る

②指定管理施設におけるICT活用案リスト化・検討を行う
C 未実施。

· 専門性のある職員の相互協力による新規事

業の検討（令和２年度～）

指定管理施

設連携会議

①指定管理期間内での他施設連携事業を実施するため計画作

成する
A

①新規連携事業案から、実施可能なものを選択。来年度の試行実施に

向け、スケジュールを立てた。

（４）地域包括支援センター

２　ケアの質の向上

（１）個別ケアの推進

· 個別ケアについて理解を深めるための研修

会、事例検討会の実施（令和３年度～）

入所施設部

会

①研修センターと共に研修内容を検討していく

②コロナ過でも受講できるシステムを（Zoom等）検討する
C

研修センターで実施されている初任者研修の際に、個別ケアについて

の項目を担当し、個別ケアの考え方やケア等を講義した。

· 介護専門学校、大学との共同研究の実施

（令和３年度～）

入所施設部

会
個別ケアについて共同研究が可能な内容を検討する C 未実施。

· ２４時間シートの導入検討（令和３年度

～）

入所施設部

会

①使用する24時間シートを検討する。新規利用時に使用

し、収集できる情報量を図る

②24時間シートの活用方法を検討する

A

ユニットのように10人程度のグループであれば、個々の生活リズムを

把握し、生活サイクルに活かす事は可能だが、それ以上の人数になる

と、生活サイクルを組み立て展開する事は難しい。従来型の施設での

導入は困難と判断した。

（２）ケアの標準化

· 第三者評価の受審の検討（令和３年度）
入所施設部

会

①第三者評価が県内高齢関係で浸透しない理由を探る

②内容を精査し、施設ごとの料金を調べ、受審を検討する
A

全国的に受審率が低く費用負担などの見直しの可能性があり、群馬独

自の評価基準から全国共通版への移行準備も進行中であるため、当面

は受審しない。ただし動向把握に努める。

· ＩＳＯ９００１の研究（令和３年度～）
入所施設部

会
ISO9001の概要を部会で共有する A

部会に於いて、ISOの仕組み・メリット・デメリット等について情報

共有の結果、膨大な書類作成を要すため、現状着手は困難と判断し

た。

（３）医療的ケアの充実

· 緊急時対応訓練の実施（令和３年度～）
福祉施設看

護師部会

緊急時対応訓練の実施方法について現状の確認と実施方法に

ついて検討する
Ｂ 緊急時の対応方法や内容に係る情報交換等を行った。

· 看護職員による健康管理指導の充実（令和

２年度～）

福祉施設看

護師部会
健康管理指導充実の為、特定行為指導看護師を増員する Ｂ 引き続き、現状での課題等の意見交換を行った。

· 医療知識に関する勉強会の開催（令和２年

度～）

福祉施設看

護師部会

特定行為指導看護師を増員し、フォローアップ研修のさらな

る充実を図る
Ｂ 引き続き、研修等に取り組んだ。
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大 中 小
主担当部門 取組内容

結果評価

A.B.C

未来創造クローバープラン(中長期計画)

項目
具体的取組

令和4年度アクションプラン

R4取組結果

· 配置医師緊急対応加算の取得（令和４年度

までに）

福祉施設看

護師部会

看護体制加算Ⅱが算定要件の一つであることから、必要な看

護師数を確保するとともに、配置医師へ説明し、協力を仰ぐ
Ｂ

現状における課題等について意見交換を行った。なお、Ｒ４年度も年

間を通してコロナ感染流行の情勢の中での協力働きかけは難しい状況

であった。

（４）認知症ケアの充実

· 特別養護老人ホーム４園に勤務する全介護

職員の認知症介護基礎研修受講（令和３年度

～）

入所施設部

会

①最低限受講が必要な人員数の把握を行い受講促進に繋げる

②eラーニングでの研修開始の方向との情報により職場での

受講が可能になることから外国人材についても受講促進に繋

げる

A
受講必要な員数については把握できたので、全職員ではなく、基礎資

格を有しない「受講が必要な者」のみの受講とする。

· 法人内の認知症ケア専門士や認定看護師等

による研修や事例検討会の開催（令和３年度

～）

入所施設部

会
事例研修会は最低年1回継続的に実施する A

研修指導センター主催にて、企画済み。年1回の開催を体系化するこ

ととした。

· すべての特別養護老人ホームにおける認知

症ケア加算の取得（令和３年度～６年度）

入所施設部

会

モデル的に施設を選定し、人員を集結させて安定的に算定に

結びつけるなどの方策が必要か検討を進めるとともに、研修

受講についても促進していくための策を講じる

A
現時点では、加算算定施設を選定しないと算定できないことを、確認

した。

· 認知症初期集中支援チームや認知症カフェ

との連携の推進（令和３年度～）

入所施設部

会

認知症カフェとの連携については地域色が濃いため、地域ご

とのカフェ設置状況を再度把握し、施設からアプローチをか

ける

C

コロナ禍の影響があり、地域の事業そのものが停滞したため、具体的

には取り組めなかった。

次年度以降、地域ニーズ把握にあわせて状況を把握しアプローチ方法

を検討する。

（５）看取りケアの充実

· 困難な看取りケースへの対応策の研究・検

討（令和２年度～４年度）

福祉施設看

護師部会
困難事例についての対応策について情報交換を継続する Ａ

これまでのケース対応事例を各施設で整理取りまとめておくこととす

る。このため、プランでの取組としては終了とする。

· 家族支援のあり方の検討（令和２年度～）
福祉施設看

護師部会
新しい生活様式に添った家族支援のあり方を検討する Ｂ

コロナ感染対策の取扱いの変更後における状況下での対応等について

意見交換を行った。

· プライバシーに配慮した静養室の整備（令

和２年度～４年度）

福祉施設看

護師部会
新しい生活様式に添った施設整備に向けて検討する Ａ

既存の静養室で対応可能な状況があることや、施設内の整備スペース

及び予算面での課題があり、整備具体化は困難という結論に至ったた

め、現時点での整備検討については終了とする。
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大 中 小
主担当部門 取組内容

結果評価

A.B.C

未来創造クローバープラン(中長期計画)

項目
具体的取組

令和4年度アクションプラン

R4取組結果

（６）リハビリテーション機能の充実

· 専門職が直接利用者に関わる時間をできる

だけ多くするための業務の見直し（令和２年

度～）

リハビリ

＜高風園＞①LIFEデータ更新等は介護保険ソフトを活用し効率化

を維持する　　　　　　　　　　　　　　　　　②それに伴い

「個別リハビリ」「生活動作への介入」の体制を維持する

＜そめや＞業務を行う上でのより良い体制づくりに向け見直し検

討する　　　　　　　　　　　　　　　＜明風園＞一部の車椅子

整備について他職種に伝達し負担軽減を図る

＜菱風園＞現場とリハビリ課題を共有することで介入の効率化を

図り個々のニーズに合わせた介入を行う

＜リハビリ＞送迎および清掃等の業務担当職員を雇用し利用者支

援の時間の確保を維持する

Ａ

業務を行う上での体制づくりついては日々の業務対応において行うも

のとした。

(リ)送迎等の担当職員を2名に増員。（2/1～）

· 利用者の生活のしやすさや生活の質を高め

るためのテクノロジー機器の導入の検討（令

和２年度～３年度）

リハビリ

＜高風園＞iPad等の機器を活用し離床時間の確保や安心して過ご

す事のできる場所の提供を目指す

＜そめや＞業務の負担軽減の観点も含めながら必要性のある機器

の情報収集と検討を進める　＜明風園＞デジタル機器を用いて動

画・音楽鑑賞を提供する

＜菱風園＞業務の効率化を図りケアの充実につなげるため介護ソ

フトとバイタル測定機器が連携するシステムを導入を検討する

＜リハビリ＞①機器の情報収集と導入検討は継続する

②訓練にweb会議ツール等を取り入れる

③単身生活予定者へ電子マネーの訓練の導入を検討する

Ａ
入所各施設において、情報収集するとともに、法人として導入検討

は、ICT部会により引き続き検討を重ねるものとした。

· 特別養護老人ホームに勤務する理学療法士

等の研修の実施（令和４年度～）
リハビリ

LIFE（ライフ）のフィードバックについて合理的な活用方法

を探るために機能訓練指導員の勉強会（相互研修）を実施す

る

Ａ
令和３年度から実施している機能訓練指導員の臨時勉強会（相互研

修）を定期的（１年に１回以上）に開催するものとした。

· 利用者の状況に合わせた社会生活力向上の

グループ訓練における内容の充実（令和２年

度～）と体系化（令和６年度～）

リハビリ

＜特養４園共通＞社会生活力の支援は特養にはなじまないた

め、令和４年度以降取組なし　　　　　　　　　＜リハビリ

＞グループワークの中で、社会資源（市内の事業所等）の見

学や本人の自己評価を高めるための取り組みを行う

Ａ

オンラインお仕事体験会の開催や職業センターが来所しての説明会な

どを実施。自己認識の向上、社会復帰に向けた基礎体力作り、再発予

防、コミュニケーション力の向上支援などについて内容の充実を図れ

たことから、社会生活力グループ訓練における内容の体系化をR6年

～の予定を前倒しし、次年度より段階的に取り組むこととした。

（７）食事サービスの充実

· 嚥下調整分類２０１３のためのマニュアル

化（令和３年度～）

福祉施設給

食部会

嚥下調整分類2013が嚥下調整分類2021に改訂されたことか

ら、嚥下調整食分類2021に基づき、引き続き、嚥下調整食

の検討・共通化に取り組む

A

嚥下学会分類2021に改正内容の理解を深めており、病院や施設間に

おける共通言語として用いられている事が通常化となっているため。

来年度は具体的取組からは外す。
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大 中 小
主担当部門 取組内容

結果評価

A.B.C

未来創造クローバープラン(中長期計画)

項目
具体的取組

令和4年度アクションプラン

R4取組結果

· 職員に対する衛生教育の実施（令和２年度

～）

福祉施設給

食部会

食環境研究所や保健所等の検査や助言を参考に、園内研修等

で周知・伝達を進める
A

委託、直営給食に限らず、衛生教育は常に現場で遂行していくため、

具体的な取り組みから外す。

· 部門別（食事サービス）の経営分析（令和

２年度～）

福祉施設給

食部会

食事サービスに係る収入・支出の検討・分析を進め、情報共

有を図っていく
A

上半期の経営分析を行った結果、収支バランスが委託や直営では大き

な違いがなかった。給食費としての収入の中で収支バランスを整える

事は不可能に近い。栄養マネジメントを行い、利用者の栄養状態を保

つため、嗜好にあった個人対応をしていくには、食事内容を豊かにす

るだけではなく栄養素の補助も反映しなければらない。よって、給食

の質の向上を見極めつつ、収支バランスを今後も検討していく。

（９）相談支援事業の充実

· 相談専門員初任者研修、相談支援従事者

フォローアップ研修、現任研修などの受講に

よる相談員の資質の向上（令和２年度～）

相談支援事

業部会

 相談専門員初任者研修、相談支援従事者フォローアップ研

修、現任研修などの受講による相談員の資質の向上を図る
B

中長期のアクションプランの各課題について協議。

各事業所の年間相談件数等報告確認。オンコール手当支給報告。

· 地域におけるインフォーマルサービス情報

の収集・活用方法の研究（令和２年度～）

相談支援事

業部会

これまでに収集したインフォーマルサービス情報が障害者

(児)の自立し、安心した日常生活に繋がる情報となり得るか

の検討及び追加調査の実施

B
各事業所から上がったインフォーマルサービスを種類毎に整理した。

Ｒ5年度に相談員の手持ち資料として有効活用する。

３　連携の推進

（１）医療との連携の推進

· 園長等による医療機関訪問（令和２年度

～）

入所施設部

会

医療機関の訪問先をリストアップし、感染症の状況により訪

問を開始する
C 未実施。

· 特別養護老人ホームの生活相談員と医療機

関のＭＳＷとの連携の推進（令和２年度～）

入所施設部

会

特養４園の生活相談員と意見交換する機会を設け連携の具体

策を検討する
C 未実施。

Ⅴ　人材育成と人材確保

１　人材育成のための環境整備

（１）キャリアパスの充実

· 専門性に係る等級整備（介護員）（令和２

年４月～３年３月）
事務局 新キャリアパス表に即して、介護職員の業務内容を整理する Ｂ

介護業務評価表を確認した。介護職員用キャリアパスにどのように記

載していくべきか検討する。

· 専門性に係る等級整備（介護員以外）（令

和２年４月～５年３月）
事務局

介護職員に続いて、看護職員・調理員・事務員についても、

業務内容を整理する
Ｃ 介護職員用を整備後に着手するため、令和６年度の取組とする。

· １、２種職員の職務内容、役割の明確化

（令和２年４月～３年３月）
事務局 1種・2種職員に求められる職務内容の違いを整理する Ｂ 給与制度見直しに向けて整理中。
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大 中 小
主担当部門 取組内容

結果評価

A.B.C

未来創造クローバープラン(中長期計画)

項目
具体的取組

令和4年度アクションプラン

R4取組結果

· 非常勤職員の職務内容、キャリアアップ、

登用への道筋を明記（令和２年４月～３年３

月）

事務局 すべての職種において登用基準等の明確化を進める Ｃ
全職員の職務内容を整理したあと、登用基準の明確化をすることと

なった。

· キャリアパスと連動した給与制度の見直し

（令和２年４月～令和５年３月）
事務局

キャリアパスの考え方を反映した給与制度全体の構築に取り

かかる
－

キャリアパスと連動する給与制度への見直しに取りかかっているた

め、アクションプランの項目を削除する

（２）職員評価システムの構築

· キャリアパスに規定する職位、等級を踏ま

えた人事評価表の作成・実施（令和３年４月

～令和５年３月）

事務局
①実施に向けたスケジュールを策定する

②スケジュールに基づき人事評価項目の検討を行う
C 給与改定後取組予定。

（３）資質の向上に向けた研修の充実

· ＯＪＴ基本方針の策定（令和2年度）
研修セン

ター
必要に応じて、初任～主任へのOJT研修を実施する A

R3年度に基本方針の策定とSL以上の研修を実施し、今年度は主任以

下の研修を開催した。今後は研修の周期的な実施を継続していく。

· 実務研究の充実（令和２年度）
研修セン

ター

①新要綱に沿った報告会を継続実施する

②他県の報告会に参加して知見を広める
A

兵庫県の報告会に参加し知見を広めた。３月に法人内の報告会を開催

し、２施設から４つの報告があった。

· 採用後３年未満のフォローアップ研修の実

施（令和２年度）

研修セン

ター
関係づくりや職場定着を目的として、継続実施する A

１月に採用後3年未満フォローアップ研修を開催し、14名が参加し

た。

（４）マネジメント力のある職員の養成

· 「マネジメント力が高まる研修体系」の策

定（令和２年度）

研修セン

ター

マネジメント力が高まる研修体系を構築し、それに即した研

修計画を作成・実施する
C 階層別研修に盛り込む方向で課内協議中。

· 研修指導センターにおけるマネジメント力

向上研修の実施（令和３年度）

研修セン

ター
管理職向けのマネジメント研修を実施する A

7月に管理職向けマネジメント研修を実施した。20名が参加し、16名

が十分達成・ほぼ達成という結果であった。

· 良質な福祉サービスに直結する人材を育成

するための職員の養成（令和２年度～）

研修セン

ター

①研修内容の充実を図りながら、階層別・目的別研修を実施

する　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②研

修講師として自己研鑽を目指せるよう支援する

B

①階層別・目的別研修を年間計画に沿って実施した。

②職員が初任者研修の講師を務め、評価・助言を通して育成に繋げ

た。

①②は網羅したが、サービスに直結したかどうかの効果測定ができて

いないため評価はBとする。
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大 中 小
主担当部門 取組内容

結果評価

A.B.C

未来創造クローバープラン(中長期計画)

項目
具体的取組

令和4年度アクションプラン

R4取組結果

２　働きやすい環境の整備

（１）「働き方改革」への対応

· 働き方改革の理解・定着のための研修実施

（令和２年度～）
事務局

①作成した動画を法人共有にアップし、施設に視聴するよう

に周知する

②引き続き、短時間動画の作成を進める

B

「ハラスメント」動画について、理解促進のため、再視聴を促し、各

施設に視聴済人数報告を依頼した。毎年の取組事項のため、アクショ

ンプランから外す。

· 管理者の労務管理、制度の理解や意識改革

を図るための研修（令和２年度～）
事務局

①作成した動画を法人共有にアップし、施設に視聴するよう

に周知する

②引き続き、短時間動画の作成を進める

B

「ハラスメント」動画について、理解促進のため、再視聴を促し、各

施設に視聴済人数報告を依頼した。毎年の取組事項のため、アクショ

ンプランから削除する。研修指導センターの研修の中へ取込済み。

· ワークライフバランスのとれた働き方の推

進（令和２年度～）
事務局

①令和３年度年休他各種取得状況を集計し、経営責任者会議

で報告を行う　　　　　　　　　                     　　　　　②

育児介護休業法の改正について、理解促進の為の職員向け資

料の作成と研修を実施する

B
取得状況を毎年5月の経営責任者会議や組合に説明を行っているた

め、次年度以降アクションプランから削除する。

· 同一労働同一賃金に向けた法人内の各雇用

形態の見直しとバランスのとれた賃金体系を

再構築（令和２年度～）

事務局 雇用形態と賃金体系の検証を行う C 給与改定と合わせて取組予定。

· 時間外労働削減に向けたアクションプラン

の策定（令和３年度～）
事務局

①令和３年度の職種別の時間外労働の把握を行う

②法人全体として時間外労働が増えている傾向にない場合

は、各職種役職の職務上の負担状況の把握を調査し、負担軽

減に向けた提言ができるように検討を行う

A 時間外労働は定期的に確認を行っている。

· シニア・障害者・生活困窮者等の参入促進

（令和３年度～）
事務局

各施設が、障害者雇用ができるように問題点の洗い出しを行

う
A

8月経営会議で、障害者雇用率状況説明を行った。リハビリについて

は、雇用に結びついた。

（２）職員の安全と健康の確保

· 労務管理研修の実施と労務管理・規程につ

いて周知・共有（令和２年度～）
事務局

社労士と相談し、労務管理・規程に係る研修(動画、Zoom

等)を検討する
Ａ

動画について理解促進のため再視聴を促した。研修指導センターで研

修が組み込まれるため終了としたい。

· ストレスチェックの集団分析や職場環境ア

ンケートの実施（令和２年度～）
事務局

令和４年度ストレスチェックの集団分析を行い、職場環境の

改善を図る
Ａ

９月の経営責任者会議にて報告済。毎年実施することとし、終了とし

たい。

· 職場環境の改善計画の策定（令和３年４月

～令和３年１０月）
事務局

職員アンケート結果から、改善すべき内容の優先順位を検討

する
Ｃ 未実施。

（３）給与制度の見直し

· 職員が将来期待、予測のできる賃金水準を

示す賃金モデルを作成（令和２年４月～３年

３月）

事務局 臨時交付金を加えたモデル賃金の作成を行う B 暫定モデル（案）を作成した。
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大 中 小
主担当部門 取組内容

結果評価

A.B.C

未来創造クローバープラン(中長期計画)

項目
具体的取組

令和4年度アクションプラン

R4取組結果

· 職位に応じて給与処遇の行える給料表への

改正（令和２年４月～３年３月）
事務局

職種、職位の賃金バランスを加味した給料表の継続検討を行

う
B 暫定モデル（案）を作成した。

· 職種間、世代間で生じている不均衡の是正

（令和２年４月～令和３年３月）
事務局 職種間の不均衡是正案の検討を行う B 暫定モデル（案）を作成した。

· ２種職員の給与条件の見直し（令和２年４

月～令和３年３月）
事務局 １・２・３種職員の職務内容と賃金バランスの検討を行う C 給与改定と合わせて取組予定。

· ３種職員、臨時職員、再雇用職員等の給与

の見直し（令和２年４月～令和６年３月）
事務局

３種、再雇用（非）、再雇用（常）職員と正規職員の賃金バ

ランス案の検討を行う
C 給与改定と合わせて取組予定。

· 等級昇格時の昇格昇給の検討（令和２年４

月～令和３年３月）
事務局

等級ごとの賃金バランスを確認し、昇格昇給時の基準の検討

を行う
B

現在の給料表の中でのバランスは調整済み。改定時に再度見直し予

定。

（４）福利厚生制度の見直し

· 全ての職員が利用できる制度として現在の

制度を見直し（令和３年４月～令和４年３

月）

事務部会

①扶養手当について、現在１・２種のみ対象であるが、支給

対象の見直しをする

②住居手当について、現在の支給要件の見直しをする

Ｂ

①扶養手当は継続検討。

②住居手当のアンケートを実施した。全ての手当の支給要件の見直し

については、事務部会に検討依頼済み。来年度は事務部会で検討とす

る。

· 現在の制度概要（一目でわかる制度のパン

プレットの作成）（令和２年度）
事務局 令和3年に作成した素案を元に作成し、制度を再周知する B 周知の素案を目的別に作成中。

· 新たな制度の検討（令和３年４月～令和４

年３月）
事務局 現在の制度の周知後、意見を徴収する A

職員のメンタルヘルス対策として、外部カウンセリング事業を行うこ

とを決定した。令和5年度より実施する。

（５）風通しの良い職場環境作り

· 職員の離職理由の分析及び蓄積（令和２年

度～）
事務局

①令和３年度の退職理由をまとめ、経営会議に報告を行う

②退職理由を検証し、問題点の検証を行う
A

毎年５月の経営責任者で報告を行った。毎年の取組事項のためアク

ションプランから削除する。

３　人材の確保

（１）介護人材の確保対策

· 人材確保のためのチームの設置（令和２年

度～）
事務局

①「事業団で求める人材像」と「求職者に向けた各施設の特

色」をまとめる

②その他、人材確保の課題を整理し各部会を通して意見収集

を行う

B

入所連携会議を通して、「事業団で求める人材像」意見を挙げていた

だいたものを、まとめた。チーム設置は検討したが、難しい。現在は

本部で意見の収集等を行っている。

また、技能実習生受入れ体制作りのための検討を行った。

· 養成校等への積極的な訪問（令和２年度

～）
事務局

①令和3年度に引き続き、訪問計画を作成、訪問する際の資

料の作成、訪問実績の作成をする

②施設見学会を実施する

B

①一部の養成校訪問、訪問ができなかった養成校については、メー

ル・郵送でパンフレットを送付した。各施設へ養成校訪問を依頼し

た。(2～3月訪問)

②施設見学会実施済み。
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大 中 小
主担当部門 取組内容

結果評価

A.B.C

未来創造クローバープラン(中長期計画)

項目
具体的取組

令和4年度アクションプラン

R4取組結果

· HPに求職者向けのページを作成（令和２年

度～）
広報委員会 法人HPの検討結果を参考に、検討する C 未実施。

· 求人のためのツールの活用（令和３年度

～）
事務局 各委員会と連携し、求人用パンフレット他資料を充実させる A

事務局及び施設で求人用パンフレット他資料を作成した。(高卒者向

けパンフレット、OT採用向けのパワポ)

· 新卒者獲得のためのＰＲ活動（令和２年度

～）
広報委員会 法人HPの検討結果を参考に、検討する C 未実施。

（２）外国人人材の雇用

· 技能実習生受入計画の策定（令和２年度）

外国人技能

実習受入総

括担当

意向調査票は法人の様式で対応、受け入れ計画については、

現受入施設と受け入れ検討施設の合議体で検討
B

外国人人材の雇用については法人として対応する方向性とし、プロ

ジェクトチームを立ち上げることとした。

· 技能実習責任者、実習指導者、生活指導員

の計画的な養成（令和２年度～）

外国人技能

実習受入総

括担当

必用に応じての養成になっており、計画的な受講に向けて検

討は継続
B

受入計画の策定後対応することとし、現状必要な所属では必要に応じ

て要請している。

· 法人内実務研修生の交流会の開催（令和２

年度～）

外国人技能

実習受入総

括担当

コロナ禍の影響はあるものの、交流会の有用性は確認できた

ため、年1回以上の継続開催としたい
A

毎年2月または3月に開催することとした。

（*R4年度は3月10日に開催した）

（３）その他専門職の確保対策

· 採用計画の策定（令和２年度～） 事務局
令和３年度に引き続き、定年退職者及び年度途中退職者の把

握を行い、次年度の採用人数を決定する
A 採用人数を決定した。

· 福祉施設の魅力発信（令和３年度～） 広報委員会 法人HPの検討結果を参考に、検討する C 未実施。

· ＨＰやパンフレットの充実（令和２年度

～）
広報委員会 法人HPの検討結果を参考に、検討する C 未実施。

· 施設横断的な研修の機会を設け、成長でき

る職場環境づくり（令和３年度～）

研修セン

ター

同様の研修を事業形態や職域を広げて参加できるような企画

にブラッシュアップして実施する
C

12月に高齢者・障害者の虐待防止研修を実施したが、少数専門職の繋

がりや質の向上を目指すという目的と研修内容に齟齬があったため評

価はCとする。

Ⅵ地域とのつながり

１　地域共生社会づくりへの対応

· 地域行事等への積極的な参加によるニーズ

把握と地域住民等への啓発（令和２年度～）

地域貢献推

進部会

令和３年度に引き続き、コロナの状況を見ながら、地域行事

等へ参加し、ニーズ把握と地域課題を考えて行く
B

地域の状況により各所属で出来る範囲での対応することとし、検討終

了とする。

· 行政機関や関係団体への情報提供や連携し

た支援・協働（令和２年度～）

地域貢献推

進部会
配布する関係機関を検討し、年度当初に配布をする C

年度内配布はできてない。各所属で地域の関係機関との協働を進める

こととし、検討終了とする。
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大 中 小
主担当部門 取組内容

結果評価

A.B.C

未来創造クローバープラン(中長期計画)

項目
具体的取組

令和4年度アクションプラン

R4取組結果

· 法人地域貢献推進ビジョンに沿った地域貢

献事業の積極的な取り組み（令和２年度～）

地域貢献推

進部会

令和３年度に引き続き、コロナの状況を見ながら、圏域毎に

一緒に地域貢献活動が出来る物があるか検討をする
B

部会内で地域貢献の学習を実施したので、今後、各施設で出来る範囲

で対応することとし、検討終了とする。

· 複雑・複合化する課題対応のための職員資

質の向上（令和２年度～）

地域貢献推

進部会
研修会等には積極的に参加し、実践の参考にする B

各施設が資質向上研修会の情報を部会や関係機関から入手することと

し、検討終了とする。

２　地域貢献の推進

· 地域貢献への理解を深めるための研修会の

開催及び参加（令和２年度～）

地域貢献推

進部会

令和３年度に引き続き、研修会の情報提供を積極的に発信

し、研修会にも積極的に参加する
B

コロナ禍のため研修参加は限定的であり、独自の研修会開催は無かっ

た。令和５年度からは、法人内目的別研修の「SDGｓ・地域貢献研

修」への参加等を通して、職員の理解促進を図ることとし、アクショ

ンプランとしては終了とする。

· 職員に対する地域貢献推進ビジョンやアク

ションプランの広報（令和２年度～）

地域貢献推

進部会

各施設に職員へ令和４年度版地域貢献アクションプランの周

知を依頼し、職員間の理解を深める
B

各所属内の会議の際に部会構成員から周知することとし、検討終了と

する。

· 定期的な部会開催により、取組状況や地域

包括ケアシステム、災害時ネットワーク、な

んでも福祉相談等で得た情報の共有（令和２

年度～）

地域貢献推

進部会

令和３年度に引き続き、定期的に部会を開催し、取組状況等

意見交換を行い、情勢を踏まえた情報共有を行う
A

本年度2回目の部会を10月のヒアリング後に、3回目を3月に実施し、

各施設の状況確認と新年度の作業の方向性について意見交換が行え

た。

· 年１回のアクションプランの見直し（令和

２年度～）

地域貢献推

進部会

部会において、会議を実施し、アクションプランの進捗状況

を踏まえ、見直しを検討する
A

地域貢献推進ビジョンで「毎年度『地域貢献アクションプラン』を作

成する」こととなっており、検討終了。

· 法人内での横断的取り組みについての検討

（令和２年度～）

地域貢献推

進部会

令和３年度に引き続き、横断的な取組が必要な事項について

検討する
C 現状では部会で協議すべき案件がないため、検討終了とする。

· 課題解決に向けた関係機関との連携（令和

２年度～）

地域貢献推

進部会

令和３年度に引き続き、関係機関と情報共有を行い、課題解

決に取り組む
C 現状では部会で協議すべき案件がないため、検討終了とする。

· 他法人との連携を図り、特性を活かした事

業の展開（令和２年度～）

地域貢献推

進部会

令和３年度に引き続き、他法人と情報共有を行い、特色を活

かした事業展開の可能性を検討する
C 現状では部会で協議すべき案件がないため、検討終了とする。

· 「親なきあと相談室」の設置（令和３年度

～）

相談支援事

業部会

①「親なきあと相談室」の効果的ＰＲ策を検討し、再度周知

を図る　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②令和３

年度の相談実績を分析した上で、不足している情報や知識の

習得に向けた研修の実施及び必要な連携先を開拓する

③各班の役割を整理する

④法人の事業として前橋、高崎地域における相談室の設置を

検討する

B

6/16・1/30日に部会を実施し、Ｒ4年度のまとめ、反省を実施。

各施設でリーフレットを早急に配付する事を確認。

研修はコロナ禍の中、効果的に実施出来ず7/5日のzoom研修のみ。
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大 中 小
主担当部門 取組内容

結果評価

A.B.C

未来創造クローバープラン(中長期計画)

項目
具体的取組

令和4年度アクションプラン

R4取組結果

· 法人ホームページや機関誌「空っ風」等で

の地域貢献の取組の紹介（令和２年度～）

地域貢献推

進部会

法人内の広報委員会と協議し、効果的な広報、取組内容の紹

介を検討する
B

各所属ホームページに掲載、必要に応じ広報担当を通して空っ風等に

載せていくこととし、検討終了とする。

３　関係団体との連携（パートナーシップの推進）

· 地域の福祉・生活課題のニーズ整理（令和

２年度～）

地域貢献推

進部会

令和３年度に引き続き、地域貢献の実践から得られた、各地

域の福祉・生活課題のニーズの整理を行う
C 各地域の福祉・生活課題のニーズ調査ができなかった。

· 既存事業の連携先団体との情報交換の促進

（令和２年度～）

地域貢献推

進部会

令和３年度に引き続き、未来に向けた連携先団体との情報交

換を推進する
C

各所属にて対応し、部会にて情報共有することとし、検討終了とす

る。

· 関係団体の取り組み状況の調査や協働・支

援（令和２年度～）

地域貢献推

進部会

令和３年度に引き続き、関係団体の取組状況の調査や協働の

必要性を確認する
C

各所属にて対応し、部会にて情報共有することとし、検討終了とす

る。
139
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